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カレツキアン・モデルは，ポスト・ケインズ派成長理論の 1 つである。Lavoie 
(1992, p. 297)によれば，寡占市場における企業のマークアップ・プライシング，
完全稼働までは限界費用が一定，稼働率が 1 以下，という 3 つの要素をもつの
がカレツキアン・モデルだとされている。4 番目の要素として，貯蓄から独立し
た投資関数の存在を付け加えることができるだろう。 





                                                        
∗ 本稿は，2017 年 12 月 2 日に中央大学で開催されたケインズ学会第 7 回全国大
会の特別セッション「ポスト・ケインズ派の現在」において，著者がパネリス
トとして報告した内容を加筆修正したものである。 































                                                        
2 金融的側面を考慮したカレツキアン・モデルについては，Lavoie (1995)および
Hein (2007)を参照されたい。 




















単純なカレツキアン・モデルは，長期において雇用率が 0 か 1 になるという
問題を抱えている。つまり，経済学的に意味のある雇用率を内生的に決定する
ことができない。長期では雇用率が 0 と 1 の範囲に収まるという現実を踏まえ
ると，経済成長の理論としては不十分であり，雇用率の調整機構を導入すべき
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Y は産出量，E は雇用量，K は資本ストック， KYb /∗= は技術的資本生産性（定
数）， YYu /∗= は稼働率， EYa /= は労働生産性（定数）を表す。ここで， 1=b
と仮定すれば， KYu /= が稼働率を表すことになる。 
以下では，短期とは資本ストックが一定の期間であり，長期とは資本ストッ
クが変動する期間であると定義する。 
企業が費用最小化行動をとっているとすれば，生産関数より， ubKaE = とな
る点で操業するはずである。短期では資本ストックは所与なので， 
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= 1  (3) 































0,0, >>+= αγαγ ugd  (6) 







10, <<== cccs sbusrsg π  (7) 
財市場が均衡するのは，投資と貯蓄が等しいときである。これより，財市場
の均衡条件を次のように表すことができる。 
busugg csd παγ =+⇒=  (8) 























0),( >−= φφ sd ggu  (11) 
φは財市場の調整速度を表す。これは，財市場が超過需要のとき，企業は生産量
を増やし，超過供給のとき，企業は生産量を減らすことを意味する。 
                                                        
6 ケインジアン・モデルにおける数量調整過程は，一般的に， )( SIY −= φ と定
式化される。短期カレツキアン･モデルにおいては，資本ストック K が一定なの
で， Yu  = が成立する。したがって， )( SIY −= φ の両辺を K で割った式は
)( sd ggu −=φ となる。 
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比較静学分析を行った結果が表 1 である。 
 
 cs  π  
∗u  −  −  
∗g  −  −  
表 1：パラメーターの変化が稼働率と資本蓄積率に与える影響 
 
資本家の貯蓄率が増大すると， ∗u と ∗g はともに低下する。これは，倹約の逆
説と呼ばれている。倹約の逆説は，有効需要の原理が作用するケインズ的モデ
ルでは，一般的に得られる結果である。 
マークアップ率が増大し，したがって，利潤シェアが増大すると， ∗u と ∗g は











                                                        









産性 bKY =∗ / を 1=b と設定する. 
Marglin and Bhaduri (1990)に従い，企業の計画投資は，稼働率と利潤シェアの
増加関数であるとする。 














































ssg  (16) 











−=  (17) 
0)0( <−= αγf  (18) 
02)1( <−−= αγαββcsf  (19) 
この関数 )(πf の正負が π∂∂ ∗ /g の符号を決定する。利潤シェアは 0 より大きく 1
より小さいので，端点の値を求めたのが上の )0(f と )1(f である。さらに，ケイ
ンジアン安定条件は 0>−απcs となるので， cs/απ > が得られる。これは，利潤
シェアの下限を示している。したがって，利潤シェアは 1/ << πα cs の範囲にな
ければならない。また， cs/απ = のとき， 0)/( <csf α が得られる。 







これに対して，もし 0)1( >f であれば， ),0( cππ ∈ のとき賃金主導型成長，
)1,( cππ ∈ のとき利潤主導型成長が得られる。ここで， cπ は 0)( =πf となるπ の
うち，正のπ 対応する. 
以上より， 02)1( >−−= αγαββcsf のとき，π と
∗g の関係は非線形となるこ
とがわかる。すなわち，π が小さいうちは， ∗g はπ の減少関数となり，賃金主
導型成長が得られる。π が閾値を超えて大きくなると， ∗g はπ の増加関数とな







説明するように，雇用率 NEe /= ，稼働率u ，効率労働供給 1 単位当たりの資本
ストック )/(aNKk = の間には， uke = という関係が成り立つ（ N は外生的に与え
られる労働供給量）。これは，3 つのうち 2 つが決定されると，残りの 1 つも決
定されることを意味する。短期均衡でu が決定されるとするならば，eあるいは
k のいずれかが長期においては内生変数となる。 
                                                        
8 長期カレツキアン・モデルについては，Dutt (1992)も参照されたい。 
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 短期においては， gKI =/ が所与で，稼働率u の変動により S が調整されて
SI = となる。このとき， )()/( gusgu c == π と書くことができ， 0)( >′ gu となる。
そして，長期では，資本蓄積率が次式に従って調整されると仮定する。 
0),( >−= φφ ggg d  (20) 
ここで， dg は企業にとって望ましい資本蓄積率を表す。正のパラメーターφは
調整係数を表す。そして， dg を以下のように定式化する。 
  0,0),,( <>= de
d
u












Ee )(=⋅===  (22) 
ここで， )/(aNKk = は，効率労働供給 1 単位当たりの資本ストックを表す. 
 長期均衡において g と k が一定となるならば，e一定となる。e，g ，k という
3 つの変数のうち，2 つの変数を分析すればよい。以下では， g と k の動学を分
析する。 
 短期均衡の結果より， )(guu = ， kgue )(= となるので，投資関数は次のように
書き換えられる。 
  ))(),(( kgugugg dd =  (23) 
変数 k の定義を微分することで， k の動学方程式を得ることができる。 
kgggk Na )]([ +−=  (24) 
ここで， ag は労働生産性 aの上昇率， Ng は労働供給量 N の成長率をそれぞれ表
す。 
 以上より，長期カレツキアン・モデルは， g と k の 2 変数体系に集約される。 
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]),([ gkggg d −= φ  (25) 
kggkgggk nNa )()]([ −=+−=  (26) 
ここで，自然成長率を Nan ggg += と定義し， ng は一定であると仮定する。 
定常状態は， 0== kg  となる状態である。これより，定常状態では次式が成
立する。 
ngg =
∗  (27) 
nn
d gkgg =∗),(  (28) 
すなわち，長期における資本蓄積率(経済成長率)は自然成長率に等しくなる。定
常状態における ∗k は 2 つめの式を解くことで求められる。 ∗g と ∗k が決定される
と，長期均衡における稼働率と雇用率も次のように決定される。 
)( nguu =
∗  (29) 




























































































g ddd )(  (37) 
短期均衡より， 0)/(1)( >=′ πcsgu である。ケインジアン安定条件である
d







































































                                                        
9 カレツキアン・モデルにおいて所得分配を内生化する方法としては，コンフリ
クト理論を用いるというものがある。これについては，Rowthorn (1987)，Dutt 
(1987)，Cassetti (2003)，Sasaki (2010)，Sasaki (2011)，Sasaki (2012)を参照された
い。 


















π  (43) 
また，短期均衡のπ に g と k が与える影響は次のとおりである。 
  0)( <+= kek kuuππ  (44) 




長期では，つねに短期均衡が成立しているという前提の下で，g と k が以下の
式に従って調整される。 
  0),( >−= φφ ggg d  (46) 
  kggk n )( −=  (47) 
Nan ggg += は自然成長率を表す。 
企業にとって望ましい蓄積率 dg は，Skott-Zipperer モデルとは異なり，稼働率
と利潤シェアに依存する Marglin-Bhaduri 型であると仮定する。 
  0,0,0, 2121 >>>++= ββγπββγ ug
d  (48) 
先に説明したように，Skott and Zipperer (2012)は ),( eug d と定式化し，eの増大が
dg に与える影響はマイナスであるとしている11。われわれのように，MB 型投資









                                                        



































12  (50) 

































−= ∗φJdet  (54) 
























πβπββ 221 )( ++=∂
∂  (57) 
これより，次の関係式が成立すれば，長期均衡の安定条件がすべて成立する。 





短期均衡の安定条件： 0)( >+ eee ππ  
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